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書評
大塚 忠著
「労使関係史論J
ードイツ第 2帝政期における
対立的労使関係の諸相一
矢 野 久
過去の労使の実態を労使関係論的に分析する場合には， それ独自の方法論を必要とす
る。この点においてわが国の労使関係史研究，さらには歴史研究の中で独自の位置を占め
ているように思われる研究書が出版された。本書がそれである。本書のオリジナリティー
は，まずもってその労使関係論的方法論にある。その特徴は，第1に，内部労働市場論的
な方法にある。この方法は，労働者の技能訓練がどの程度企業内で行われているかを吟味
することによって，労使関係と労働市場が企業内封鎖的か否かをみ，それを基に労使関係
が協調的か対立的かを判定しようとするやり方である。この方法は，すぐれて経営内のミ
クロの世界を分析する視角である。
第2の特徴は，こうして得られた経営内のミクロの世界をいかにしてマクロの社会と結
合させるかにある。著者は，労使関係を一方で経営内のミクロの世界において把握しなが
ら，他方で企業外のマクロレヴェルでの労働組合と雇用主団体との間の関係として理解す
る。著者は，このミクロ，マクロ両レヴェルから構成される労使関係を，社会の中の，ぁ
る程度自律性をもった「システム」として捉える。その際著者は，．ドイツ第2帝政期の労
使関係が社会システムのサプシステムとして安定的労使関係システムを形成してはいなか
ったことを認めつつも，サプシステムとしての安定的関係に至る過程にあるものと方法論
的に理解している。 このようにして， 「労使関係システム」を媒介にして， ミクロの経営
内労使関係の世界と社会システムが結びつけられるのである。
本書の全体の構成も，以上の二つの特徴に裏づけられたものになっている。まず第1部
で労使関係の「基礎過程」が分析される。副題が示すように，ここでは機械制工場におけ
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る技能訓練と労働市場が考察の対象となっているが， 技能訓練と労働市場が労使関係の
「現実過程」の「基礎過程」を形成するという著者の立場が第1部で具体化される。企業
の技能訓練がどの程度企業内で行われたのか，換言すれば，どの程度外部の熟練工に依存
せざるをえなかったのかという問題がミクロレヴェルで分析されるのである。
著者の分析によると， 1890年代末以降，手工業徒弟制の再編成に対応して工場徒弟制が
本格的に展開する。熟練工不足，工場の機械化に対応する理論的知識をもった高度の熟練
工の必要，基幹労働者の形成の必要性から，手工業への熟練工の供給依存からの脱却が本
格化するのである。それでも企業側は，技術的，経済的，法的諸要因により，工場徒弟制
育成に消極的であり，不可欠の熟練工を手工業から吸収する（第3章）。
特に労使協調の上からも， Onthe Jobによる工場徒弟制は効果的，効率的ではなく，
「工場学校」による理論訓練と「養成作業所」による実地訓練という養成工の新たな訓練
・育成の制度が求められた。著者は，第1に熟練工の労働市場の特徴，第2に養成工制度
の労使関係への影響をより具体的に把握するために，邦有鉄道，造船所，鉄鋼業大工場，
機械制工場における実態分析を行う。詳細は第1部の核をなす第4章の叙述にまかせると
して， 産業別， 地城別の両銀点から養成工制度が分析されるが， 結論的には， ドイツの
養成工制度は共通した特質をもつ。すなわち， ドイツ全体としては工場徒弟制により徒
弟訓練が行われていたが，いくつかの産業では，非効果的，非効率的，かつ労使協調策と
しての欠陥をもつ工場徒弟制を克服するために，養成工制度が導入された。それにもかか
わらず，その養成対象者数と職種はかなり限定されており，したがって，労働市場を縦断
化し，かつ労使協調を早期に実現しようという意図は希薄であり，むしろ基幹労働者の育
成に重点がおかれていたという。
第1次世界大戦以前には，養成工制度は経営内のミクロレヴェルで展開された。第1次
大戦になると，年少者の就業増加と労働時間の延長によって，過剰な徒弟雇用，訓練不足
そして早期逃亡という事態が現出し，全体として技能訓練が停滞する。それを克服する努
力は， DATSCH, 手工業会議所， さらにはプロイセイン国防省という個別企業を超えた
レヴェルで展開された。それによって，工場における技能訓練を個々の工場の枠内にとど
めることがより一層不可能となり，技能訓練の「社会化」への展望が開かれる。しかしこ
の「社会化」への展望は，一方の担い手たる労働組合の当初の徒弟訓練への無関心さと，
労働組合による技能訓練の全面的社会化構想の挫折によって，産業と地域に限定された部
分的なものにとどまったのである（第5章）。
このように，著者の分析によれば，とりわけドイツ機械制工場においては，熟練エが十
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分に経営内で訓練・育成されず，外部の手工業の熟練工に依存せざるをえなかった。すな
わち， 熟練工の訓練・育成が十分に内部労働市場化していなかったのである。このこと
は，換言すれば，機械制工場の労使関係と労働市場がその「基礎過程」にあっては企業内
封鎖的でなかったということを意味するのである。
第2部においては， こうした特質をもつドイツ機械制工場の労使関係がその「現実過
程」においていかなる特徴をもっていたのかが分析される。ところで，第1部の企業内の
熟練工養成過程の分析と第2部の労使関係の「現実過程」の分析との結節点としての役割
を果たしているのが第2部第2章である。本章においてはドイツ金属労働組合の組織と機
能が「職長経済」から「技術者経済」への時代転換の中で検討されている。第1部で分析
された手工業的熟練養成から工場徒弟制， 養成工制度へと展開する熟練工の訓練・育成
は，「職長経済」から「技術者経済」への転換過程の中の一環として捉えられているよう
である。 この転換とは，著者によれば， 「親方」に代って技術者による合理的な計算を基
礎にした経営への転換である。しかも，機械化の進展，原価計算方式の導入，技術者の採
用の増加などの「技術者経済化」を前提に， ドイツ機械制大工場は，階層的な経営組織を
構築し，それを軍隊的規律によって統制・維持するいわゆる "Herrim Hause"観が形
成される。金属労働組合が攻撃ストから交渉による賃金・労働条件に関する労働協約締結
に方針転換したにもかかわらず， 企業側は，「技術者経済」を前提とする "Herrim Ha-
use"の立場に固執したために，労使対立の争点は容易に調整されなかったのである。
のみならず，第3章の雇用主団体の分析が示すように，雇用主団体は，争議を事前に回
避するための組合との交渉は認めず，ストにはロックアウト（総ロックアウトから段階的
ロックアウト戦術へ）で対抗したのである。こうした状況では，対立的労使が変化する可
能性は，労使関係の内部から生ずることは困難であるということになる。それゆえ労使関
係の調整の可能性は，労働者委員会の設置による労働者の苦情処理と労使間のコミュニケ
ーションの促進の場を強制的につくりあげることに求められることになる。
第4章において， ドイツにおける対立的労使関係を調整する労使協謡制の制度組織とし
て，「労働者委員会」が取りあげられる。ルール鉄鋼業大企業の反対により， 労働者委員
会は強制的ではなく自発的なものとなり， またこの形態での労使関係調整の中心的産業
は，金属・機械工業と繊維業にあった。ところで，著者によれば，この労働者委員会の活
動領域は，労使の経営内のコミュニケーションをはかる協働から，貨金・ 労働条件へと拡
がっていった。しかし，まさにこの領域は労働組合の主要な活動の場になっていた。それ
ゅぇ，外部からの労働組合の活動の浸透は，経営内の労働者委員会の争議回避機能を弱体
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化し，さらに，企業側に対し，労働者委員会に拒否的な反応をひきおこすこととなった。
労働者委員会はこのように対立的労使関係の中ではもはやその本来の機能を果たすことが
できず，賃上げ運動を中心にした労使の「闘争場裡」と化す傾向にあった。のみならず，
労働者委員会は，外部の労働組合組織の影響下におかれ，組織拡大の手段と化す傾向にも
あったのである。
労働組合が，ストから，協約体制の推進と労働者委員会の労使協調機能化への方向転換
を行い，また，一部産業では，賃金・労働条件に関する協約締結の体制に徐々に進行した
のに対し，炭鉱業， 鉄鋼業企業を中心とする雇用主団体は， 労働組合との交渉はもちろ
ん，経営内に労使協調の制度組織を設置することにも反対し，会社組合という対抗組織を
結成することによって， "Herr im Hause"という専制的労使関係を維持し， 労働組合
からの影響をさける方向で対処した。
第5章が，企業側がこうした関連で積極的に推進した会社組合の叙述にあてられる。こ
こでは， MANアウグスプルク工場，ジーメンス・ベルリン工場，クルップ・エッセン鋳
鋼工場が分析の対象となっている。総じて，会社組合員は，自立性のない，困窮や雇用不
安にかられた，身分・連帯意識に欠けた，中高年・長勤続の不熟練・半熟練エと特徴づけ
られる。会社組合運動のある程度の成功は，企業側の積極的な工場内熟練エ育成と基幹労
働者維持策，また雇用主団体の積極的支援によるところが大であるが， しかしながら全体
としてはその運動が停滞したのは，新規雇用者の急増と金属労働組合の組織化努力が大き
な役割を演じたからである。最終的に会社組合の全国組織化は挫折するに至るが，それ
は，社会政策，労使関係，会社組合組織についての方針の相違を背景にして，政治に関す
る方針の分裂の結果であった。
研究史上における本書の貢献は，終章にもみることができる。ここで著者は，対立的労
使関係が戦時にいかに変貌していくかを分析する。その際，中心的に考察されるのは，労
使協議制の制度組織である。たび重なる労働移動によって特徴づけられる戦時労働市場を
背景に導入された労働移動の制限は，労働者の不平不満をもたらした。彼らの苦情を処理
する機関として「祖国勤労援助法」によって設置された「仲裁委員会」は，同時に労働者
委員会における苦情を上級処理する機関としても機能した。国法によって設置された労働
者委員会は，経営外の仲裁委員会を後ろ楯に，企業側と事実上の交渉を行い，労働組合の
本来の機能を経営内で代行し， 回復させ， かくして企業側に "Herrim Hause"の専制
的支配を最終的に変化させる状況を作りだすことになった。かかる変化の原因は，一方で
は労働組合自体の変化，具体的には組織拡大と，支部レヴェルで自律性が強まり，労働者
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委員会，仲裁委員会への大衆運動，政治的ラデイカリズムの影響が強化されたということ
に求められ，他方では，雇用主団体が，かかるラデイカル化を防止するために，旧来の労
使関係の基本を変えて，組織労働者と協働することの必要性を認めるという方向に変化し
たということに求められる。ここにおいて，労働組合を労働者の代表として認め，団体交
渉による労働協約で労働条件を定め，経営内に従業員代表制を設け，経営内労使関係を調
整するという「中央労働共同体」が成立することになり，従来の対立的労使関係が終焉を
告げるに至るのである。
これが著者の本書終章における結論である。マクロレヴェルにおける対立的労使関係の
展開の中で， ミクロの経営内レヴェルでは，一定程度労使協議制が展開しつつも，完全に
は発展せず，会社組合運動の一定程度の展開がみられた。しかし労働者委員会がミクロレ
ヴェルで戦時にラデイカル化する傾向になるに及んで，マクロレヴェルで対立的労使関係
を終焉させ，協調的労使関係への転換が行われ，かくして， ミクロレヴェルでの労使協議
制が確立する。このように，労使関係のあり様とその変化が， ミクロとマクロの両レヴェ
ルで具体的に分析され， ドイツ社会全体の「労使関係システム」成立の過程が叙述されて
いる。本書はその意味において，著者の二つの方法論に導かれた体系的労使関係史論であ
るといえよう。評者が本書を評価する理由もここにある。
評者は，本書の方法論的独自性を積梃的に評価するものであるが，以下で本書に対する
疑問点と批判点を述べることにしよう。まず第1に概念上の疑問点を示しておきたい。そ
れは，著者が対象とした「金属工業」ないしは「機械制工場」概念である。著者によれ
ば，「機械制工場」とは， 機械製造とその関連部門， 具体的には電気工作，造船，車軸，
冶金，木工を指し， ここでは繊維，化学を除いた広義の「金属工業」を意味する。炭鉱
業，鉄鋼業のような部門はこの分類には属さず，分析の対象外にあるにもかかわらず，本
書ではかなりのページがさかれている。「機械制工場」という用語そのものに若干の疑問
をいだかないわけではないが，はたして広義の「金属工業」と同義があるといえるのか疑
問が残る。対象産業の限定が以上のような形でなされてはいるものの，本書のようなミク
ロ，マクロレヴェルにわたるかなり詳細な分析にとっては対象産業がより限定される必要
があるように思われる。少くとも歴史研究という視点からはさらに研究対象を限定する努
力が不可欠であろう。
鉄鋼業，炭鉱業が金属工業との比較から分析の対象となっているが，これらと広義の金
属工業との相違にもかかわらず，全体の論旨からすると，対立的労使関係の展開と終焉の
過程は同じプロセスにあるものとして考察されているようである。しかし，これまでの歴
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史研究においては，産業部門，地域による相違が強調され，例えばなにゆえに金属業と炭
鉱業では労働者の社会的政治的行動と意識の諸形態が異なるかが分析されている。そし
て，労働の質と居住する地域社会における実態が労働者集団の態度と意識の相違の重要な
要因とみなされている。こうした歴史研究の成果をみると，労使関係論の立場からも，労
働現場の具体的あり様と地域社会との関連が分析され，それとの関係で労使関係の具体的
様相が分析されてしかるべきであろう。その際，工場，産業・業種，地域の三つのレヴェ
ルにおける差異と共通性が分析される必要があろう。
同様のことは企業側，雇用主団体の対応についてもあてはまる。著者は，機械制工場の
中の大企業の "Herrim Hause"の立場を強調するが， "Herrim Hause"が炭鉱業，
鉄鋼業大企業に限定されず，より広範囲にわたるものとみなしているようである。とすれ
ば，産業による，さらには地域による企業の社会的態度の相違点が背後にしりぞき，逆に
共通性が前面に出てくるようになる。前述のように，労働者集団の態度と意識の相違に対
応して，企業側の対応も様々でありえたわけであり，本書においてはその多様性を分析す
る視点は散見できるものの，必ずしも十分説得的であるようには思われない。
第4に，第1部の労使関係の「基礎過程」と第2部の「現実過程」が論理的には独自の
関連におかれていることはすでに述べた通りであるが，例えばある企業における熟練工の
養成のあり様とその企業における労使関係の展開の仕方がいかなる関係にあるのか，その
企業の労使関係の「基礎過程」と「現実過程」とがいかなる関連にあるのかについては具
体的には明らかにされていない。こうしたミクロの世界における労使関係の「基礎ー現実
過程」をふまえて，地域と産業という媒介項を経て，マクロレヴェルの労使関係が展開さ
れる必要があるのではなかろうか。著者はあえて歴史研究ではなく労使関係論であること
を主張するが，歴史研究をふまえない労使関係史はエヴィデンスのない論理展開に終わる
危険性を含んでいる。
第5に， 「技術者経済」と "Herrim Hause"との関係である。著者の説明によると
(278ページ），「技術者経済」は "Herrim Hause"観の前提であり，別の箇所 (280ペ
ージ）では，「技術者経済」の確立は "Herriri Hause"により可能であった，換言すれば
"Herr im Hause"の結果であるという。しかし検討する必要のある問題は， ドイツでは
なにゆえに「技術者経済」が前提であろうと結果であろうと "Herrim Hause"と密接
な関連にあったのかということであろう。この問題について著者は言及していないように
思われる。さらに， "Herrim Hause"と結びついた「技術者経済」という経営内の問題
が対立的労使関係を必然化させたのか，雇用主団体の強化という経営外の要因が対立的労
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使関係をもたらしたのかも不明確である。
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同様のことは，戦時において対立的労使関係が終焉する過程においてもいえる。ミクロ
レヴェルで一定程度の労使協議制の展開がみられたものの，その制度組織が，戦時下の社
会的経済的政治的条件下でラディカル化するに及んで，マクロレヴェルで雇用主団体がマ
クロの対立的労使関係を終わらせると決断してはじめて対立的労使関係が終焉するという
著者の論理は，一方でミクロレヴェルにおける安定的労使関係への展開を前提にしながら
も，対立的労使関係とその終焉の根源をマクロの政治の世界，まさに著者が本書で捨象し
た世界に求めていることを示すものである。ミクロの世界はその意味で諸要因の一つであ
り，しかもミクロレヴェルでの変化も，例えば労働者委員会のラデイカル化それ自体がマ
クロの世界の影響によるものと説明されているようである。そうであるとするならば，第
1部で展開された労使関係の「基礎過程」の叙述はいったいどこへ行ってしまうのであろ
うか。労使関係の「基礎ー現実過程」の区分そのものが，単にこれまでの著者の業績をま
とめて一冊の書物にするための便宜上の区分ではなく，本書全体の論理的枠組を形成する
ものであり， そしてそれを著者は方法論的に提示しようとしたわけであるからなおのこ
と，いかなる意味で第1部の叙述が労使関係の「現実過程」の「基礎過程」であるのか
が，対立的労使関係とその終焉の諸相においても述べられてしかるべきであろう。
評者のこの批判的コメントにもかかわらず， ドイツ第2帝政期の対立的労使関係が，新
しい視角，すなわち， 「労使関係システム」論的視座と内部労働市場論的方法から見直さ
れることになった点において本書の果たした役割は大きいといえる。これにより，わが国
におけるドイツ労使関係史研究に新しい展望がもたらされたことは疑問の余地はなかろ
う。
（関西大学出版部， 1987年2月刊， A5判， 12+484ペー ジ， 7,800円）
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